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　白井さゆりと申します。よろしくお願いします。本
日は気候変動の話を中心に ESG 経営の重要性につ
いて説明させていただきます。私の専門は日本経済
や世界経済、さらに金融政策になりますが、ここ 3 ～
4 年、気候変動の問題やサステナビリティ全体に関
わるようになってきました。その理由は、気候変動
が経済や物価、金融市場や銀行の安定性に大きな
影響を及ぼし始めてきて、もはや無視できなくなっ
てきたからです。

■すでに世界はサステナブルではない
　日本の人たちは自分たちの環境意識は高いと思っ
ています。例えばゴミの分別やリサイクルも頑張って
いますし、コンビニでレジ袋をもらわないのはもう当
たり前になっています。しかし、いま実際に起きて
いる気候変動に対して本当にすべき行動という観点
からみると、日本はむしろ大きく遅れ気味であるこ
とを知っていただきたいのです。本日私がお話しす
ることは、もしかしたら初めて聞く話かもしれません
し驚かれるかもしれません。
　世界中で日々多くの物やサービスが生産され、提
供されています。その生産や営業活動が環境の観
点から、さらに社会的な観点からみて持続可能であ
るかどうか、そういう発想で製品を生産している企

業はあまり多くはありません。
　当たり前のことですが、企業は大量生産で価格を
下げ、たくさん買ってもらって、たくさん利益をあげ
たいわけですので。
　2022 年からウクライナ戦争が起きて、石油や食料
の値段も上がり、節約志向が多少は高まりましたけ
れども、まだまだ世界の現状は、大量生産と大量
消費を志向しています。しかし、今のように大量の
資源を使うやり方を続けていくことはできません。サ
ステナブルではないのはもう目に見えてます。すでに
食料価格面にもその影響が出てきています。多くの
方々は、それを示すデータをあまり目にすることがな
いので気づかないのかもしれません。
　今年の夏はなんか異常な暑さだな、とは感じても、
それが具体的に私たちの生活にどんな影響をもたら
しているのか、そこまで考えるのは難しいことです。
しかし、大量生産・大量消費を続けることはできま
せん。すでにサステナブルではありません。
　そこで、私たちが今しなければならないことは、
企業の生産・営業活動、そして私たち一般人の消費
生活が、気候変動などの環境問題に、さらには人
権などにどんな影響を与えているのか、世界の現状
を知ることです。知った上で、それらの諸問題に配
慮した生産活動や消費活動へと私たちの行動を見
直していくことです。

グローバル競争で高まる
ESG経営の重要性
―気候変動対応を中心に―

慶應義塾大学 総合政策学部 教授

白井 さゆり氏

第27回環境文化講演会

「いま、あなたが着ている服、温室効果ガスをどのくらい出しましたか？」急にそんなことを問われたら戸惑っ
てしまいます。ところが、あなたの会社はこの問いに答えなければなりません。答えることで会社は強くなる、
そんな時代が始まろうとしています。
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■価格が高くなってもサステナブルな
商品を売る

　例えば洋服を買う場合、私たちはその洋服が一体
どのぐらい温室効果ガスを排出しているのかなんて
考えていません。ところが、まず原材料が生産され、
洋服が作られ、それを私たちが買い、最終的には
廃棄するわけですが、その間にたくさんの温室効果
ガスが排出されています。これからの時代は、その
プロセスごとにどのぐらいの温室効果ガスが排出さ
れているのか可視化して、そのデータを開示する時
代へと進んでいくことになります。これは欧州でか
なり先行しています。
　さらに、この洋服の原材料の調達に児童労働や
劣悪な労働環境など人権や労働者の権利を侵害す
るようなことがなかったか、という点なども注視され
ることになります。つまり環境面でも人権の面でも、
きちんとした原材料地から調達されたものなのかト
ラッキングしてチェックしていくことになるわけです。
　いまここにミネラルウォーターがありますが、多く
の飲み物、たとえばココア、紅茶、コーヒー、食用油、
大豆といったほとんどの原材料は途上国から来てい
ます。その原材料が森林破壊や環境破壊にならな
いように管理して生産されたと認証できるように、ブ
ロックチェーンを使うなどしてモニターすることも世界
で始まっています。
　当然のことながら、従来のとにかく安いところで
調達してきた時代と比べてお金がかかります。です
から、やはり製品の価格は高くなります。これから
は大量消費の発想ではなく、長持ちして、環境にも
社会的な観点からもサステナブルなものを買う時代
になります。
　当初は、価格が高いので意識の高い富裕層など
がサステナブルな商品を買います。例えば今の電気
自動車はすごく高くて、ハイブリッド車の何倍もする
ので、普通の人は手が出ません。けれども技術革新
が進めば、電気自動車の値段も下がってきます。太
陽光発電や風力発電も技術革新が進み、数年前に
比べてかなり価格が下がってきました。
　このように、サステナブルな製品やサービスは、最
初は価格が高いけれども、技術革新によって値段が
下がっていきます。最終的には環境意識がさほど高く
ない方たちでも買えるような価格帯となっていくでしょ
う。いま世界は、そういう方向に進みつつあります。

■適切な政策が企業行動を変えていく
　昨今、世界の平均気温は気候変動により異常な

暑さになっています。それによる大きな災害、人命
の損失も起きています。あの豊かなアメリカですら
熱波だけで千人を超える人が毎年亡くなるそうです。
それに洪水、ハリケーン、山火事を加えると非常に
たくさんの命が失われているので、異常な状況です。
やはり私たちみんなが生きていくためには、今の消
費と生産のあり方を変えていかなければなりません。
失礼な言い方かもしれませんが、それができない企
業は世界から淘汰されるでしょう。
　サステナブルな社会の実現は、他人事ではなく自
分事と捉えて考えていただきたい。そして、この社
会をサステナブルなものにするには、まず政府がき
ちんとした気候政策を進めて、企業の行動を変えさ
せていくことが必要になります。
　例えばカーボンプライシングがあります。これは化
石燃料をたくさん使う場合には課税するというもの
で、なかなか国民の多くの賛同を得られていません。
化石燃料、特に石炭を使うことで環境を大きく悪化
させます。それによって人命や健康被害、洪水で家
屋の流出といった社会的な費用が発生しています。
実際の石炭の価格にはそうしたコストが反映されて
いません。
　化石燃料をたくさん使い、それが世界の気候変
動とか自然災害を起こしているのであれば、その社
会的なコストは価格に反映させるべきだという考え
方がカーボンプライシングです。これはもう世界の常
識になっています。
　どこの国の人でもそうですけど、自分の電力料金が
上がっていくのは受け入れたくないものです。けれど
も、基本的にはやはり温室効果ガスの排出量が多
いものには、適正なコスト負担をしてもらい、低炭
素エネルギーに転換していかなければなりません。
日本もペースは遅いのですが、少しずつこの政策を
導入していくと思います。

■新しい金融市場が企業の行動変容
を支える

　次に温室効果ガスの排出量削減を図るために、
エネルギー効率を高める政策が求められています。
例えば、生産のために新しい機械を買うとします。
その時に経営者の皆さんは、新しい機械を買って売
り上げがどのぐらいになり、キャッシュフローがどの
ぐらいになって、投資費用が何年で回収できるか、
そういう財務指標を立てて新しい機械を買うべきか
判断なさるでしょう。
　これからの経営者に求められるのは、同時にその
機械からどのぐらいの温室効果ガスが排出されるか
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という計算もして決断しなければならないということ
です。これは、すでに日本の大企業でも始めています。
　企業にとっては当然コストがかかるわけです。で
すから、それを支えるための金融市場が必要になっ
てきます。こうした企業行動を支えるのが銀行であり、
株を買う投資家や債券を買う投資家であります。つ
まり、金融市場が同時に作られなければなりません。
　いまこの金融市場を作ろうと世界が動きだしてい
ます。ささやかですが、私がやってる国際的なプロ
ジェクトもそのひとつです。企業の行動を変えように
も、お金がなければ活動できません。そこでカーボ
ンプライシングのような政策によって、排出量に見合
うコストがかかるとなると、企業はその削減にも真剣
に取り組みます。
　そのように企業の変容を促すためにも、それを支
援する金融市場が必要になります。政府は、政策と
してこの金融市場を作ることも同時に進めなければ
なりません。

■市民とメディアの意識も高めたい
　それともうひとつ大事なのが市民の意識です。カ
ーボンプライシングは二酸化炭素などの温室効果ガ
スの排出量に応じて課税するのですから、日本のよ
うに石炭火力に依存しているところは当然、一時的
に電力料金が上がります。そこだけを見ると誰も賛
成しないわけです。でもこのまま放置したら、今か
ら10 年、20 年後はどうなるのか。やはり最後は一
般市民の皆さんが意識を高めてくれないといけませ
ん。政府の政策を支えるのは市民ですから。
　国民一人ひとりの意識が高いのは、EU（欧州連合）
27 カ国になります。その中でもドイツ、フランスが一
番進んでいます。よく日本の方たちと話すと「欧州だ
けが特別に進んでいるだけで、私たちは欧州とは違
う」とおっしゃる方もいます。でも、今では気候変
動対策は EU だけが特別に進んでいるのではありま
せん。中南米もすでに意識が変わってきています。
　それとメディアもアメリカの趨勢を矮小化している
と思います。アメリカの大統領選挙が注目されてい
ますが、トランプさんは、気候変動対策なんて一切
やらない、どんどんガソリン車を使う、などと真逆
の政策を公言しています。そこを捉えて、もしトラン
プ大統領になれば「あのアメリカでも温暖化対策は
何もやらなくなる。だから我 も々やる必要がない」と
おっしゃる日本の方がおられます。しかし、これか
らお話ししますアップルの例を見ても、実はアメリカ
の大企業の意識は相当高いものがあります。現在、
気候変動に対する様 な々スタートアップ企業も生まれ

てきていますが、そういった企業が世界で一番多い
のがやはりアメリカなんです。だから、報道されるト
ランプ発言を受けて誤解なさらないでください。世
界の現状は、おそらく皆さんが想像している以上に
意識も行動も変わってきています。
　もうひとつお話ししたいのはエネルギーの問題で
す。今のまま化石燃料に依存していけなくなります
から、別の電力に変わっていきます。そうすると、
やはり再生エネルギーを増やすことになります。もち
ろん原子力発電も可能ですが、安全性や放射性廃
棄物の処理の問題があって、最終的にはやっぱり再
生エネルギー、自然エネルギーが中心になるという
のが世界の考え方です。

■ジャスト・トランジションは欠かせない
　そうすると、今までとは違う電力形態になってきま
す。そこで企業の方も意識していただきたいのがジ
ャスト・トランジション（公正な移行）です。
　例えば、皆さんがこれから世界に輸出の販路を求
めていくとします。日本では人口が減少していくけど
世界はまだ人口が増えますから、やはり世界を見な
ければいけません。そうすると、途上国とか新興国
で工場などを作るようにもなります。その時に、例え
ば再生エネルギーとか、いろんな電力が考えられま
すが、少なくとも大企業こそ意識しなければいけな
いのは、現地の人たちのことです。
　工場を作るには、まず土地を獲得しますね。そこ
に工場を建てて稼働させることで、現地の人たちの
生活はどうなるのだろうか。そうした現地の人たちの
権利にきちんと配慮しなければならないわけです。
　電力会社ですと、風力発電とか太陽光発電をする
ことで、当然、地域の漁業とか農業に影響してきます。
ジャスト・トランジションというのは、再生エネルギ
ーを使った生産であれば何でもいいというわけでは
ありません。地域コミュニティの権利も考えていくと
いうことです。これからの企業にはこうした発想も大
切になってきます。

■ ESG経営とは慈善行為ではない
　そこで、本日のメインとしてお話しする ESG 経営
ですが、その前に ESG と SDGs との関係を整理し
ます。SDGs が地球全体で実現したい目標だとする
と、その実現のために大きな役割を果たさなければ
ならないのが企業、産業です。その企業経営を改め
てサステナブルな経営にしていくのが ESG 経営です。
つまり、サステナビリティとか SDGs という大きな目

2024.9.203



標の中に ESG 経営が含まれると思ってください。
　つまりESG 経営とは、SDGs を実現するために企
業の経営のあり方を変えていくことです。社会的責
任という言葉があって、企業の皆様は、よく地域に
貢献するとか植林をするなどといろいろな努力をされ
ているとは思います。しかし、いま要求されている
のは、そういう慈善行為ではありません。
　企業の利益の一部を投じて社会に貢献するという
発想とは次元が違います。自分たちの今までやって
きた経営のあり方を見直すということです。それに
は相当の意識改革が求められます。社長をはじめと
するすべての人たちの意識が変わらないとできない
ことです。もちろん簡単なことではないけれど、世
界はそういう方向へと走り出しているのです。

■ S（社会）とG（ガバナンス）は
　標準化しづらい
　念のため申し上げますと、ESG の E はエンバイロ
メント（環境）、特に気候変動を指します。S はソー
シャル（社会）で、G はガバナンスになります。それ
らの中で一番大事なのは G（ガバナンス）になりま
す（図1）。企業のガバナンスとは要するに経営権です。
社長や CEO、取締役会の人たちの意識、ここが進
まないと、どんなに社員の意識が高くても会社は変
わりません。
　企業のガバナンスに関わる人たちの意識が本当に
変わっていくことが大事で、自社製品が本当にサス
テナブルかどうか、しっかり意識するようになってい
かなければなりません。
　それではどういうガバナンス形態がいいのか。こ
こが鍵でして、標準化できないと思います。
　日本では、金融庁がコーポレートガバナンス・コー
ドというものを出していて、例えば取締役にはもっと
女性を増やしなさいとか言っています。アメリカだと
人種や宗教の異なる人も入れなきゃいけない、とい
った風になっています。このように、求められるガバ
ナンスの形態が国によって異なるため標準化しにくい

わけです。でもポイントは、いま言ったように経営
者の意識が変わらなければ、会社は絶対変われな
いということでしょう。
　次に S（社会）に関してもいろんな要素が入るわ
けで標準化が難しい。例えば、サイバーセキュリテ
ィも入るし人権も入る。従業員のライフワーク・バラ
ンスとか男女の平等の賃金とかも入ってくる。何が
重要なのかは国によって違ってきます。
　例えば日本では女性の社会進出が遅れていてジェ
ンダー投資でいうと途上国を入れても最下位の方に
位置します。ですから、日本の場合は女性の待遇
改善が重要な課題になりますが、他の国では重要な
課題は別なものになってきます。人権の考え方も国
や地域によって違います。このように社会的な課題
に対する重要度は国によって違うので、なかなか標
準化できません。

■ E（環境）なら標準化しやすい
　唯一、世界的に標準化できそうなのが E（環境）、
特に気候変動です。これは企業の大小とか、日本
だから、中国だから、アメリカだからということは関
係ありません。どの国のどんな企業であっても同じ
観点で標準化が進みつつあります。
　いま現在はサステナブルな金融市場が十分発達し
ていないし、十分な政策もまだとられていないので、
企業が気候変動に対応しているかどうかが、株価や
金利にあまり反映されていないし、格付けにも反映
されていません。ですから、意識されていない企業
も多いのでしょう。
　しかし、自社には全然関係ないことだと思ってると、
ある日突然、その影響を受けることになるでしょう。
世界では気候変動による異常気象が頻発しています
ので、投資家、企業、人々の意識が変化しつつあり、
将来的には格付けに反映されてきます。これからの
トレンドですので、ぜひ知っておいてください。
　結局、何のために ESG 経営をするかというと、
企業価値を高め、維持するためであり、企業価値の
創造そのものなのです。決して慈善事業ではありま
せん。

■非財務情報が重要視されてきた
　普通、企業の評価は財務諸表に基づいてなされ
ます。財務諸表というのは、企業の売上や利益、キ
ャッシュフローなどの数値化されたデータを開示した
ものです。年に 1 回、あと四半期ごとに出されます。
これは企業を知る上で重要な財務情報になります。図１：ESG 経営の立ち位置
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その一方で、ESG などの非財務情報と呼ばれる必
ずしも数値化できない情報も重要になってきていま
す。特に投資家、企業のステークホルダー、NGO な
どの市民団体がこの非財務情報を見るようになって
きました。
　実は日本の最大手といわれる企業の方たちと話し
ていても、いま大きく意識を変えられて、脱炭素化
に向かわれているのが分かります。
　さらに取引先である世界の大企業からも脱炭素を
求められているのです。アップルがその有名な例で
す。アップルは、言わずと知れた iPhone や iPad な
ど世界で最も売れているウェアラブルな製品を作っ
ています。それに加えて様 な々データサービスもして
いる世界のトップ 10 に入る大企業です。
　アップル自体は生産せずに、ものすごい数の部品
をサプライヤーに委託して、それをアセンブルしてい
るわけです。そのサプライヤーの中には、日本を代
表する有名なメーカーもあります。どのメーカーもみ
んなアップルに自社製品を納めたいと願っています。
そのアップルは、もう何年も前から部品を購入する際
には再生可能エネルギーを使うようサプライヤーに
求めてきましたが、先般、ついに完全に義務付けし
ました。いまは 100％再生エネルギーで部品を作ら
ないと取引しないことになったのです。
　こうした動きはアップルだけではありません。欧
米の企業も排出削減を求めて温室効果ガスの排出量
に関するデータを開示するよう日本の大企業に求めて
きています。日本の上場企業の最大手では、いま必
死に情報を開示し排出量の削減をはかっています。
そうしないと、お客様から相手にされないからです。
　大企業の場合だと、株や債券を買ってくれるのは、
日本の投資家だけではありません。世界の大投資
家は、当然、欧米に集中しています。さらには皆さ
んのお金を預かり運用している年金基金とか保険会
社などもあります。彼らはその巨額の資金を長期的
に運用しているわけですが、投資先の企業に対して
厳しく目を光らせ始めています。企業が排出量削減
目標を達成しているのか、どういう計画で減らそう
としているのか、削減をサプライヤーにも働きかけ
ているのか、こうした点を見ています。
　これに応えて企業努力をしなければ投資家に相手
にされなくなります。つまり非財務情報、言い方を
変えると ESG 情報を開示して、自社の行動を示して
いこうという動きが、日本でも大企業から次第に始
まっています。
　今までのような有形の資産だけではなく、これか
らは名声だったり、企業の文化だったり、人的資本
だったり、イノベーションといった無形の資産、こう

いう評判や風評といったレピュテーションが企業の
価値となってきているのです。

■自社の排出量削減だけでは
　もう通用しない
　ESG 経営自体は、気候変動などの環境問題だけ
ではなく、企業の営業活動すべてを含んでいるもの
です。例えば、皆さんの会社ではマーケティングの
一環として、テレビや新聞などに広告を出すこともあ
るでしょう。その際に「環境に優しい」とか「エコ」
だとか、いろんなキャッチーな表現を使われるかも
しれません。でも EU では、証拠がないとそういう
言葉は勝手に使えません。法律によって、根拠のな
い表現は禁止されています。EU だけではなく、イギ
リスやオーストラリアでも同様な動きがあります。そ
ういう広告を監視する政府の組織もありまして、余り
にもひどいと企業に是正勧告したり罰金を取ったりも
しています。アメリカでも証券取引委員会が、例え
ば証券会社がグリーンな投資信託とかグリーンな資
産、グリーンな商品を売ってますと言った時に、本
当にグリーンと言えるかチェックして、そうでないも
のが入ってる場合は規制します。
　つまり、マーケティングそのものも根拠が必要な
時代です。日本ではまだそこまで取り締まっていな
いけれど、世界ではすでに始まっています。皆さん
の会社でも、広告などで言葉を使うときには、本当
に証拠があるか今一度考えることが大切です。
　これは生産でも同じです。生産の際にどのぐらい
温室効果ガスを出しているのかなんて、今まで考え
たことはなかったかもしれませんが、これからはそこ
に目配りしなければなりません。しかも、自社工場
での温室効果ガス排出量だけではなく、サプライチ
ェーンにも同様に目配りしなければなりません。
　会場の皆さんの中には、洋服を作られている会社
もあると思いますが、その原材料を仕入れている先
での排出量がどのぐらいかを見なければなりませ
ん。あるいは自社製品を買った企業やユーザーが一
体どのぐらい消費するのかもチェックしなければなり
ません。
　つまり、これからは自社工場での温室効果ガス排
出量に加えて、サプライヤーの排出量や販売後のユ
ーザーによる排出量まで、そのすべてのデータを開
示しなければならないということになります。
　これは機械を新しく買うときにも重要な考え方に
なります。購入する機械が生み出す排出量を算出す
ることは可能です。経営判断として、その排出量も
考慮しなければなりません。資金調達するときにも、
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大企業でいう所の自社関係の排出量になります。で
も、これだけではダメなんです。
　サプライヤー、この図では“上流”の部分になり
ます。ここで原材料を生産する際にどのぐらいの温
室効果ガスを排出したのか、これも計算する方法が
あります。サプライヤーからデータをもらったり、自
分で計算することもできます。さらに、従業員が出
勤に利用した交通手段からも推計します。原材料を
自社の工場まで運ぶ際に利用したトラックなどの交
通手段の排出量も含めます。
　次に自社工場で生産したものを売ります。その後
のことが“下流”になります。その製品のユーザー
が企業だったならば、その企業がその製品を使って
どのぐらいの量を排出したのか、また自動車メーカ
ーの場合だと、ユーザーが使うことによってどのぐら
い排出したのか、を算出します。
　さらに銀行だと、投融資先の企業がどのぐらい排
出しているかも開示しなければいけません。企業が
銀行から融資を受ける際には、温室効果ガスの排
出量も聞かれることになります。このような“上流”
と“下流”が Scope3 になります。
　大企業は、自社の上流から下流までの排出量を算
出しなければなりません。その排出量は業種によっ
て当然違ってきます。飲料水や食料品だと、圧倒的
に上流の原材料のところで排出量が多くなります。
自動車だと下流のユーザーの部分が多くなります。
　上流から下流までのライフサイクルの中で、どこで
温室効果ガスがたくさん排出されているかを知って
おくことは大事です。それはいろんなやり方で計算
できますので、大企業の場合は今後開示が義務付
けられていきます。

■中小企業でも情報開示は求められる
　GHG プロトコルは大企業を対象にした基準です
が、中小企業にも関係してきます。日本の場合、東

排出削減に取り組んでいる企業
の方が金利は優遇されます。ま
だ日本の銀行はそうでもありま
せんが、いずれそうなります。
　もし私が巨額な年金基金を運
用する投資家なら、気候変動は
非常に重要な問題として扱いま
す。このまま温暖化が進んでい
くと、自分が投融資していた先
の工場が洪水で流されてしまい、
返済できなくなるかもしれませ
ん。実際にそういう気候変動リ
スクが様 な々形で顕在化してきています。
　ですから資金を運用する側としては、気候変動リ
スクへの対応をしている企業に投資したいのですが、
情報開示されていないと判断できません。つまり、
情報開示はまず投資家のために必要なんです。それ
からサプライヤーなど、パートナーとなる企業の選定
にも情報開示が大事になってきます。

■温室効果ガス排出量の算定には
　国際的な基準がある
　本日は気候変動を中心とした話をしていますが、
ESG 経営にはそれだけではなく、生物多様性の保
全や森林の保護・管理に関する情報開示も求められ
ています。
　ただ現状は、気候変動に関する情報開示が一番
進んでいて、なかでも最も重要なデータが温室効果
ガスの排出量に関するものになります。その 7 割ぐ
らいは二酸化炭素になりますが、この情報開示の国
際基準についてお話しします。
　GHG プロトコルイニシアチブという非営利団体が
あります。ここで温室効果ガス排出量を算出して報
告するための国際的な基準「GHG プロトコル」を策
定していますので簡単にご紹介します（図2）。世界
の企業はこの基準にそって排出量を算出し表示して
いくことになります。
　図では 3 つの区分（Scope1 ～ 3）に分けて排出
量を計測しています。もし皆さんが大企業の場合、
真ん中の“自社”になります。自社で排出量が多い
のは自分の工場から出るものです。これが Scope1
になります。他に自社の営業活動から出るもの、例
えば会社の商用車を運転して出る二酸化炭素の排
出量もここに入ります。
　もうひとつは買ってきた電気・電力です。電力を
購入することによって間接的に二酸化炭素を排出して
います。これが Scope2 になります。Scope1と 2 が、

図 2：GHG プロトコルとは
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京証券取引所のプライム市場の上
場企業に対して有価証券報告書に
気候関連の情報開示が義務付けら
れることになりますので、それ以外
の市場の上場企業や中小企業は直
接その対象にはなっていません。
けれども、もし大企業と取引がある
のなら、取引先の大企業は Scope3
の排出量も算出しなければなりませ
んから、中小企業であっても、少
なくとも自社工場から出る排出量と
購入した電気からの排出量、つま
りScope1と Scope2ぐらいは算出しなければならな
いことになります。大企業はもちろん Scope1 から 3
までのすべてになります。
　これらのことが、皆さんに直接影響してくるのは
何年か先かもしれませんが、ぜひ知っておいてくだ
さい。

■気候関連の訴訟は増えている
　最後に、いま世界で議論されている気候変動に関
連する訴訟の話をします。グリーンウォッシングを含め
て、気候変動関係の訴訟が増えてきています（図3）。
日本国内でも多少ありますが、日本の法規制があま
り馴染まないのか、まだ多くはありません。
　一番訴訟件数が多いのはアメリカですが、それ以
外でも増えているのが図3 から分かります。訴訟内
容にはいろんなものがありまして、例えば、政府が
堤防の管理を十分にしなかったので損害を受けたと
いう企業の訴えがあったり、化石燃料をたくさん使
う企業に対して温暖化対策が不十分だとして市民が
訴える例もあります。企業が排出量をゼロにすると
いう削減目標を掲げておきながら化石燃料をどんど
ん使っており矛盾しているといった訴訟も起きていま
す。さきほど申しましたように、エコでもないのにエ
コだと宣伝しているので訴える、ということも起きて
います。
　そこで知っていただきたいのは、訴訟が起きてい
るのは先進国だけではないということです。グロー
バルサウスでも起きています。日本国内ではあまりあ
りませんが、皆様の関係会社、子会社、サプライヤー
が訴訟の対象になることは起こり得ます。今ネットの
時代ですから、こういう情報は世界に向けてどんど
ん拡散します。日本ではそういう訴訟は少ないからと
安心していると、途上国でも訴訟が起きていますの
で、そのリスクはきちんと見ておく必要があります。
　今後、世界に向けて新しいサステナブルな市場を

開拓したいのならば、やはり環境や現地の人々の暮
らしに配慮していく企業でなければなりません。で
すから、新しい市場の顧客を開拓するためにも ESG
経営というものは重要になっていくでしょう。
　さらに皆さん自身が、自社工場での生産でどのぐ
らい排出しているかが分かることで、それを減らそ
う、もっと効率的にしよう、もっとエネルギーを使わ
ない方法があるだろう、水を使わない方法があるだ
ろう、といったことを改めて考えることになります。
実はこれがコスト削減につながっているとよく言われ
ています。
　人材確保の面でも大きな影響があるでしょう。批
判されていたり、訴訟の対象になっている企業より
は、環境に貢献していて、なおかつ儲かっている企
業に勤めたいという若い人が多いのではないでしょう
か。やっぱり社会に貢献したい、世界の問題解決に
貢献できるような企業に勤めたいっていう人は、こ
れからも増えると思います。人材確保の面からもESG
経営が必要なのはお分かりいただけるでしょう。

慶應義塾大学 総合政策学部 教授
白井 さゆり（しらい さゆり）

コロンビア大学経済学博士。アジア開発銀行研究所の
サステナブル政策アドバイザーを兼任。アジア金融当局・
中央銀行を対象に気候関連の理解の促進を促すための
ADBI-ADB Climate Finance Dialogue を創設。2020-
21 年 EOS at Federated Hermes（英国系の世界主要
企業に対する ESG エンゲージメント専門会社）の上級
顧問。2011-16 年日本銀行政策委員会審議委員として
金融政策決定などに関与。2016-17 年パリ政治学院客
員教授。元 IMF エコノミスト。世界・日本経済、金融
政策、国際金融、気候ファイナンスと企業の情報開示
を専門とし、世界の国際会議や討論会などで数多くの
講演や討論者として参加し、数多くの書籍・論文を英語
と日本語で出版。近著に、『環境とビジネス』（岩波新書、
2024 年 7 月）がある。
オフィシャルホームページ  http://www.sayurishirai.jp/

図 3：気候関連訴訟件数（1986 ～ 2023 年 5 月）
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会員企業のCSV経営をサポート
機構の30 年を振り返り、感謝そしてお返しを

株式会社チクマ 代表取締役社長
公益社団法人環境生活文化機構 理事長 堀松 渉氏

――本日は、6 月 26 日付けで、本機構の理事長に
就任された株式会社チクマの堀松渉社長に、
環境問題を中心にユニフォーム業界、あるいは
もっと広く一般衣料業界を取り巻く新しい流れ
と、その中で本機構が果たすべき役割などにつ
いてお話をうかがいます。
　その前に堀松理事長がチクマでどのような仕
事をなされてこられたのか、簡単にお聞かせい
ただけないでしょうか。

　私がチクマに入社したのは、大学を卒業した昭和
50 年になります。私は外語大を出たこともありまして、
語学を活かす仕事がしたかったのです。当時、当社
には輸出入を扱う貿易部がありまして、そこに入りた
いと思ったのです。ところが、入社して最初に就い
た仕事が、兵庫県下の学生服の専門店さんへの営
業でした。
　商社マンとして国際的な業務に携わることを夢見
ていた私は、最初は確かにショックでした。ところが、
配属された学生服の事業は会社の全事業領域の中
でトップの営業成績を誇る部署でした。要するに会
社のコア事業だったのです。私は大きな勘違いをし
ていたわけで、後になって大変幸運だったことに気
づいたのです。

■順風満帆から失敗まで
　当時はちょうど中学校や高校がラッシュのように
新設された時代でしたので、学生服のマーケットは
非常に活性化していました。ですから、新入社員で
ある私でも学生服マーケットの最前線で仕事をさせ
てもらいました。これは非常に貴重な経験になって
います。その後、岡山県倉敷市の児島という地域を
担当しました。ここは日本国内でもデニムの産地とし
て有名で、同時に学生服のアパレルメーカーが集積
している所でもあります。

理事長インタビュー

　当時、学生服はちょうどモデルチェンジによる需
要も増えていました。従来、男子制服は詰め襟、女
子制服はセーラー服でしたが、新設校の制服はどこ
もスーツとかブレザーに変わっていきました。学校の
新設が相次ぐ上に学生服のモデルチェンジもあって、
学生服のマーケットは非常に活性化しており、仕事
が楽しくて、楽しくて、たまらないほどでした。
　その後、本部に戻り、主に学生服の企画・開発
の仕事に就くと同時に別の新規事業も兼務すること
になりました。
　新規事業というのは一般衣料です。小規模のアパ
レルメーカーのＭ＆Ａを行いまして、量販店向けの
子供服、当時はローティーン・カジュアルと呼んでい
ましたけど小学校の 5 ～ 6 年生の男児向け衣料分
野に出ようとしたわけです。
　そこで初めて海外生産に踏み切ったわけです。香
港で素材・付属品等アッセンブルして、中国大陸の
広東省で生産し、私は月の半分を香港、残りの半
分を国内という生活を送りました。
　ところが、その新規事業が失敗するのです。ちょ
うど 1993 年から 4 年ぐらいでしょうか。
　その頃、価格破壊の潮流が一般衣料業界を覆っ
てきたのです。当社ではだいたい2,900 円から5,900
円くらいのブルゾンやパンツを量販店ルートで販売し
ていたのですが、それが一挙に 1,900 円になってし
まうのです。この価格破壊の波には当社の力では対
応できなかったわけです。

■自社の全事業領域を経験して社長に
　そこで急ぎ撤収を始めましたが、事業の撤収作業
というのは本当に大変です。事業を起こすのは簡単
ですが事業を閉めるのは本当に苦渋の連続です。
しかし、この大失敗からは非常に得がたい経験もさ
せてもらい、その後は、これまでの学生服からビジ
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ネス衣料、つまり作業服の分野の担当をすることに
なります。
　その頃の作業服は、まだ多くが国内生産でした
が、ちょうど 1990 年前後から徐々に海外生産へと
シフトしていきます。私が赴任したのは 1995 年で、
それから当社も一挙に作業服の海外生産へと踏み切
りました。
　一般衣料の分野で失敗した海外生産の経験を活
かして、天津に合併工場を作りまして、これが軌道
に乗ります。
　この天津では販売会社も作りましたが、この会社は
近年、当社に順調に収益をもたらしてくれています。
その後、当社の海外生産拠点はさらに大きく変貌し
まして、現在は生産比率ではベトナムが 65％、ミャ
ンマーが 10％、残りの 25％が中国になっています。
　もちろん海外での生産活動や販売活動には、そ
の国特有の複雑な事情もあって一筋縄ではいかない
ことも多くあります。中国だけでもたくさんの工場を
つくり、そしてたくさんクローズもしました。海外で
工場を閉鎖するということは、実に大変なことで、
人には言えない苦労もたくさんしました。
　その後、2000 年に東京支店でビジネスユニフォー
ムを担当することになります。東京のマーケットは
やっぱり大きく、この中核となるマーケットで営業部
長を担当させてもらったことは大変幸運でした。
　その後に常務兼営業本部長を務めることになりま
す。当社には女子社員向けの事務服のアパレル部門
がありまして、全国にその代理店のネットワークがあ

り、この代理店の皆様の力を借りて販売のネットワー
クをさらに強化したり、新規のお客様を発掘したり
もしました。
　常務というポジションを経ることで、私はやっと当
社の事業領域すべてを担当したことになります。そ
こまで、入社してから 40 年以上も過ぎていました。
　社長になって 8 年になりますが、当社は昨年 120
周年を迎え、その記念イベントを1 年間にわたって
やってきました。それを終えまして、今度は 10 年後
の 130 周年に向けて未来を創っていく作業をしてい
ます。そこで今やっているのは“C プラン 130”とい
うもので、5 年後と 10 年後の 2 つに分けて、ある
べき当社の姿をあらゆる面から見つめ直しています。
――そういう長期構想の中で、本機構とも関係して

くるのでしょうが、環境問題については、どのよ
うな意識を持って当たられているのでしょうか。

　ポイントは CSV 経営だと思います。Creating 
Shared Value（クリエイティング・シェアード・バリュー
＝共有価値の創造）ですね。これは何かというと、
社会貢献することによって収益化につなげるというこ
とです。それが当社の目指すものです。
　当社では、2008 年から業界パイオニアとして「LCA

（Life Cycle Assessment）」の研究を開始。資源の
採掘から廃棄処理に至るまでの各工程における二酸
化炭素（CO2）の排出量が算定できるようになりま
した。これにより、制服（資源）をゴミとして廃棄
し単純焼却する場合とマテリアルリサイクルして再利
用する場合との削減効果を見える化（数値化）する
ことが可能となりました。
　この LCA の手法を事業に活かしたのが、2014 年
より北九州市との共同事業として開始した「衣類の
回収リサイクルシステム＝チクマノループ®」です。
　当社及び他 2 社が共同出資したマテリアルリサイ
クル会社（株）エヌ・シー・エス（NCS）に LCA
手法を組み入れたことにより、NCS でのマテリアル
リサイクルにおける CO2 削減効果（単純焼却比）
を算定することが可能となりました。
　2050 年、カーボンニュートラル社会形成が決定し
ている中、各事業者はその目標に向け様 な々事業取
組をしなければなりません。CO2 の圧縮は SDGs の
命題であり、社会の命題です。
　当社が確立した「チクマノループ®」での見える
化は、CO2 排出削減に取り組まなければならない事
業者に対するソリューションそのものであり、この２
～３年で数多くの顧客企業からの問い合わせが来る
ようになりました。今や SDGs を考慮しない経営は
日本では成り立ちません。

公益社団法人環境生活文化機構 理事長
堀松　渉氏
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■デジタル製品パスポートという
　黒船到来
　EU は先ごろ新しいルールを施行しました。ESPR

（EcoDesign for Sustainable Products Regulation）
といいまして、より持続可能な製品とするために“エ
コデザイン規則”というものを定めたのです。この
規則を施行するために、製品ごとのサステナビリティ
をすべてデジタルデータとして記録した“デジタル製
品パスポート”というものも創設されています。
　このデジタル製品パスポートというのは、QR コー
ドでその製品の生産から販売、再利用までをも含め
た全工程が分かるようにしたものです。
　昔、バングラデシュの商業施設「ラナプラザ」が
崩壊して多くの犠牲者を出した悲劇がありましたね。
そこに入っていた劣悪な環境の縫製工場が問題にな
りました。デジタル製品パスポートによって、そうし
た劣悪な労働環境での生産や児童労働という人権
侵害は行われていないという、いわゆるフェアトレー
ドであると立証しなければならないのです。さらに、
その製品が製造段階から再利用のことを考慮した設
計で造られた、いわゆる易リサイクルであるかなども
記録されます。
　その製品の資材が PET からできているかどうか
も分かります。PET はいま大きく変わりつつあって、
今までは回収して糸にして衣料品になっていました。
PET は回収しやすいし、高純度のポリエステルです
から再生もしやすい。ところが、その PET を衣料品
に変えてはいけない時代になってきています。PET
は PET に戻さなければならないのです。ですから、
日本もいずれ間違いなくボトル to ボトルになります。
　では、どうするのか。これは全体で回収したり、
分別したり、易リサイクルしたり、リユースしたり、
とにかく捨てないで合法回収するしかありません。
一番難しいのはこれです。これをやれるのは一企業
ではなく、本機構のような公益社団法人になります。
本機構は来年度 30 周年を迎えますが、この点を考
えて大いに活性化させるタイミングだと思います。
　デジタル製品パスポートは、ヨーロッパの大手企
業では 2026 年の 7 月から始まります。中規模企業
では 30 年の 7月からになります。これは間違いなく
日本に黒船としてやってきます。26 年からは、古繊
維を廃棄したら EU 市場ではペナルティを科せられ
ることになります。
――そうすると本機構の役割はどのように変化して

いくのでしょうか。
　私が理事長を拝命したことは、本機構の活性化

を図れということだと思います。そこで思うのは、い
ま扱っているのがビジネスユニフォームだけなので
すが、それに学生服も含めてはどうかということで
す。学生服ならまず回収して分別し、リユースしてか
ら廃棄、リサイクルという工程がつくれます。
　それに SDGs というのは、今や学校教育の中の
主流でもあります。中・高校生のだれもが SDGs を
知っています。各企業が学生服の回収を目指すなら、
本機構がそういうスキームを作ってあげればいいの
です。まずはこの学生服の回収で、その後には一般
衣料の回収へと広げていくべきでしょう。
　こうした本機構への私の希望は、元理事長で安
研の故虫明清一社長や当社の社長であった故竹馬
隼一郎の夢でもあります。それをつないでいくのが
私の仕事だと思っています。
　そこで本機構としては、これまでの 30 年間を振
り返り、支えてくれた会員各社様に何かの形でお返
しをしなければなりません。感謝の気持ちとともに、
会員の皆様の事業領域に貢献することが必要です。
具体的には会員各社様の CSV 経営をサポートして
いくことです。研究や情報発信をしながら、こうし
た活動をより進めていくべきでしょう。
　そのためにも、まずは 30 年間を振り返ってみるこ
とです。いつ、どんなことがあったのか、おそらく
全部の資料を整理するだけで大変でしょうけど、会
員の皆さんに役立つことです。まずは振り返り、そ
して感謝、それからお返しです。これが本機構の
30 周年記念事業に必要なことです。
　そのうえで、当社がいまやっている C プラン 130
のような、5 年後、10 年後の未来を、ラフでいいで
すから会員の皆さんと一緒に考えてみることですね。
――本機構の場合は、「E プラン 40」とでも名付け

ましょうか（笑）。本日は貴重なお話をいただき
ありがとうございました。

株式会社チクマ 代表取締役社長
公益社団法人環境生活文化機構 理事長

堀松 渉（ほりまつ わたる）

昭和 27 年、兵庫県生まれ。
昭和 50 年、京都外国語大学英米語学科卒業。
同年、竹馬産業株式会社（現株式会社チクマ）入社。
平成 22 年、取締役ユニフォーム事業部事業部長兼東
京支店長。
平成 24 年、常務取締役兼営業本部長。
平成 26 年、代表取締役社長に就任。
平成 27 年、（公社）環境生活文化機構 代表理事。
令和 6 年、同機構 理事長就任。
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　アリと聞いて何を思い出しますか？ きっと一度は
口にしたことがあるダジャレは「アリが 10 匹、あり
がとう」。そして、『アリとキリギリス』は、誰もが一
度は読んだり、聞いたりしたりしたことがあるイソッ
プ寓話ではないだろうか。夏の間、食料を蓄えるた
めにせっせと働き続けるアリと、ヴァイオリンを弾き
ながら歌って過ごすキリギリス。冬になって食べ物
がないキリギリスはアリに食べ物を分けてもらおうと
するが、アリは「君は遊んでいたんだから」と拒否
をして、キリギリスは飢え死にするという悲劇的なエ
ンディング（ハッピーエンドで終わるバージョンもあ
るが）。アリとキリギリスの対比が人生の二極化を著
わしていて、かなり啓蒙的な寓話だが、みなさんは
アリ派？ キリギリス派？ どっち派？
　今回ご紹介する近藤正樹先生は、寓話の内容とは
関係なく、どっち派？と問われたら、100％「アリ派」
と答えるだろう。御年 90 歳の近藤先生は、アリに魅
せられ、アリ研究一筋の我が国におけるアリ研究の
第一人者である。日差しが照りつける猛暑日、ひょ
んなご縁で小田原にある自宅兼研究所を訪ねること
になった。「近藤蟻蜘蛛研究所」の表札がかかる玄
関の扉を開けた瞬間から、アリワールドが広がって
いて、圧倒された。リビングに通されて座ったとた
んに、「本題に入る前に」とノンストップで国内外の
現地調査のエピソードを次 と々話してくださった。と
くに富士山のアリの魅力にとりつかれた話は、山梨
県出身の私にとって、とても興味深い話だった。日
本には 280 種ほどのアリがいて、そのうち富士山に
は 66 種が生息しているそうだ。私の唯一のアリ観察
の体験として「コスタリカでハキリアリの行列を一時
間ほど観察したことがあります。飽きないですよね」
と話したところ、「僕は観てないんですよ」とちょっ
と羨ましいといった顔をされながらも、ハキリアリと
キノコの関係について詳しく説明してくださった。
近藤先生の研究の真骨頂は二階、三階にあった。

日本のみならず、海外で採集してきたアリの標本や
資料ファイルが整然と置かれている。薬のビンを活
用したアリの標本の保存方法は近藤先生オリジナ
ル。通称、アントチェア（和名：アリンコチェア）も
置かれていて、さすが！ここまでこだわっていると感
動した。
　帰り際にいただいた『働くアリはやせっぽちー肥
満の功罪』と題した講話記録を電車に揺られなが
ら読んでいたところ、イソップ寓話に触れた箇所を
見つけた。「本当はキリギリスではなく、コオロギだ
と言われています。アリは冬のために餌を集めて、
貯えているという話を聞いたことがあるでしょう？で
もあれは嘘です。冷凍技術も乾燥技術も干物造りの
技術もないアリはどうやって肉を保存するのでしょ
う。考えれば無理なことは明白です」。“えーっ、うっ
そー”、と思わず声にだしてしまいそうになった。「私
たちも“食えないから働き、食える状況ではガツガ
ツ働かない”生活が基本ではないかと思います。ヒ
トは財欲や名誉欲がからむので、話は複雑です。」
やっぱり自然界においてヒトという種はやっかいな生
き物らしい。身近な小さなアリからたくさんの学び
がありました。ユーモアに溢れた近藤先生、本当に

“アリが 10 匹”！

アリ研究の第一人者 近藤正樹先生
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社存続のために社会貢献は必須」として、環境配
慮設計を推進する姿勢を打ち出しています。
　コーコス信岡は「マテリアルリサイクルシステム」
を開始。着用済みのユニフォームをアップサイクルす
るもので、製品は反毛などの工程を経て、フェルト
に作り変えられます。これらは吸音材や自動車用パー
ツ、水害防止河川敷用マットなどとして活用されます。
同社では、エコマークやカーボンオフセット、再生
PET100％など、これまで進めてきた環境配慮設計
と併せて取り組んでいく構えです。
　クロダルマは、廃棄される繊維製品を回収し循環
させる蝶理の枠組み「B-LOOP」（ビーループ）を導
入しました。回収した廃棄衣料を反毛した後、フェ
ルトや糸に作り変える。最終的に水害防止河川敷用
マットや電気自動車の吸音マットなどへ再生する。
「回収と再生、再販の流れが理解しやすい点」が導
入の決め手となったといいます。既に企業納入向け
で採用実績を作っており、今後も積極的に伸ばして
いくとしています。
　経産省の同ガイドラインでは 2030 年度をめどに
国内市場の主要なアパレル企業において情報開示率
を100％にすることを目指しており、これを受け、ユ
ニフォームメーカーの取り組みも加速していくことが
予想されます（月刊ユニフォームプラス8月号より）。

　ワークウェア業界で、環境に配慮したモノ作りが
浸透してきました。経済産業省が今年 6月に公表し
た「繊維・アパレル産業における環境配慮情報開示
ガイドライン」は、日本の繊維・アパレル企業が主
体的に情報開示などを行うことができるよう、繊維・
アパレル企業における情報開示の考え方、情報開示
が期待される環境配慮項目などを示しています。
　この中で、環境に配慮した素材・原料を使用した
事例として、ユニフォームアパレルのアイトスが紹介
されています。ホームページの製品紹介ページや製
品カタログで自社製品に使用されている素材を紹
介。「植物由来ポリエステル繊維使用」などの情報
を掲載している点、独自にサステナブルランク・項目
を設定。商品で該当する項目があれば「素材」「安
全性」「快適性」といったアイコンを表示していると
いった点が評価されました。
　素材から環境配慮へアプローチするメーカーが増
えています。サンエスは「コットン∞」の採用を開始
しました。これは、豊田通商、信友、シキボウが連
携して展開するフェアトレードの綿で、国際フェアト
レードラベル機構が認証しています。ジーベックは、
植物由来ポリトリメチレンテレフタレート樹脂「ソロ
ナ」などの植物由来原料を導入しました。「限りある
資源を植物由来に置き換えることで環境配慮に寄与
したい」（同社）考えです。
　TSデザインは、裁断くずや残反、廃棄衣料などを
科学的に分解してケミカルリサイクルした素材「テッ
クリサイクT／Cツイル」を開発。「企業納入向けに
市場要望がある」ということで、今後は「機能・エ
シカル思考・価格」のバランスをとり、ブランドとし
て強化していく方針です。
　副資材からのアプローチもあります。桑和は、特
定の副資材を使うことで売り上げの3％を寄付する
「T．S．P．L．」（副資材で持続可能な社会の実現
に貢献するプロジェクトのラインアップ）を提案。「会

ワークウェアで進む
環境配慮型のモノづくり

ダイセン株式会社 記者 富永 周也氏

エコ＆
ユニフォーム
最前線
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環境配慮型の素材の採用や情報開示を進めるアイトス
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言葉も注目されるようになり、さらに「マタハラ」や
「保育園落ちた日本死ね」、「（高齢ドライバーの交通
事故をきっかけとした）免許返納」といった社会課
題も浮上しました。
　つまり、Z 世代は、幼少期に経済的な不安定さや
社会的な格差を目の当たりにしながら成長し、思春
期から青年期にかけては経済政策や日経平均株価
の回復といった明るい兆しを感じる一方、少子高齢
化が進行する中で働き方や価値観の変化、新たな
社会課題にも直面しています。このような背景から、
経済情勢が改善される中でも、慎重な姿勢を持つ
傾向も強いのではないでしょうか。
　一方で、Z 世代の成長とともに進化し続けてきた
のがデジタル領域です。Z 世代は小学校高学年頃か
らスマートフォンを所有し始め、中高生になると
Instagram や TikTokなどの SNS を活用するように
なり、PayPay などのキャッシュレス決済にも自然と
馴染んでいます。そして、大学生や社会人になる頃
には生成 AI が登場し、彼らの生活や働き方に大き
な影響を与え始めています。つまり、デジタルツール
の活用は Z 世代の価値観や行動様式に深く根付い
ており、経済・社会的な背景とともに彼らの価値観
を形作る重要な要素となっています。
　このような背景を踏まえて Z 世代の消費志向を捉
えると、主に 4 つの志向で説明することができます

（図表2）。
　まず、デジタル志向についてですが、デジタルネ

1．Z世代の価値観と経済・
社会的背景

　いつの時代でも若者の意識や価値観は注目される
ものですが、Ｚ世代（1990 年代後半から 2010 年頃
に誕生した世代）は特にデジタルネイティブでテクノ
ロジーの活用に長けていることや、環境・社会問題
への関心が高いことが注目されているようです。
　世代による消費に関わる価値観の違いを分析する
際、各世代が自分で商品やサービスを選び、消費の
楽しさを知るようになった時期に、どのような経済
情勢や社会環境にあったかが、その後の価値観形
成にも大きな影響を与えると考えられます。ここであ
らためて、Ｚ世代の誕生から現在に至るまでの状況
を見ていきましょう。
　日経平均株価と各年の世相を反映した主な流行語
の推移を見ると、バブル崩壊後に景気低迷が続き、

「貸し渋り」や「年収 3 百万円」、「格差社会」、「ネッ
トカフェ難民」など厳しい経済情勢を象徴する言葉
が登場する中で、Ｚ世代は誕生しました（図表1）。
また、2008 年にはリーマンショックによって世界的な
金融危機が引き起こされ、2011 年の東日本大震災
は国内外に大きな影響を与えました。一方で、Z 世
代の前半が高校生になる頃には「アベノミクス」や

「（中国人観光客による）爆買い」が話題となり、20
年間低迷していた日経平均株価が上向き始めまし
た。その後、「親ガチャ」や「悪い円安」といった

Z世代の消費志向と環境意識
� ニッセイ基礎研究所 生活研究部 上席研究員　久我 尚子氏

図表１ 日経平均株価と主な流行語
� （資料）日本経済新聞社「日経プロフィル」、自由国民社「ユーキャン新語・流行語大賞」より筆者作成
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う面もあるでしょう。したがって、Z 世代は環境に優
しい商品や社会的に意義のある活動を支持し、消
費行動を通じて自身の価値観を表現する傾向もある
ようです。
　一方で、若者同士で比べれば、Z 世代はバブル
世代や団塊世代と比べてエシカル志向は高いようで
すが、現時点で比べると、国民全体で環境や社会
課題への意識が高まる中では知識や経験のあるシニ
ア層ほどエシカル志向は高い傾向があります。

2．サステナブル意識はシニア、
ボランティアや情報発信は若者

　ニッセイ基礎研究所が実施した調査1 によると、
サステナビリティ関連のキーワードの認知状況は、
全体では、首位は「SDGs」（70.0％）、次いで「再
生可能エネルギー」（56.7％）、「フードロス」（49.0％）、

「カーボンニュートラル」（48.5％）、「健康寿命」（45.3％）
が続きます2（図表略）。
　年代別に見ても同様ですが、年齢が高いほど全体
的に認知度は高まる傾向があります。例えば、60 歳
以上では「健康寿命」や「再生可能エネルギー」が
6 割前後を占めますが、20・30 歳代では 3～4 割に
とどまり、「知っているものはない」が 2 割を超えま
す（全体では 14.0％）。つまり、サステナビリティに
関わるキーワードについては、若者よりもシニア層の
方が認知度は高いことがわかります。現在の若者も
サステナビリティへの関心が高まっているものの、シ

イティブ、あるいはスマホネイティブであるZ 世代は
タイムパフォーマンスやコストパフォーマンスを重視
し、効率的かつ経済的な選択を好む傾向がありま
す。彼らは情報やサービスに対しての迅速なアクセ
スを求める一方で、無駄な支出を抑えてコストに見
合った価値を追求します。
　また、物心ついた頃から、安くて品質の良い商品や、
インターネットやアプリなどの便利で無料のサービス
に囲まれる中で、Z 世代は物質的な所有よりも、質の
高い体験を重視する傾向があります（体験志向）。彼
らは、物よりも体験から得られる感動や学びを重視
し、時間やリソースの使い方に対しても意識的です。
　さらに、選択肢が豊富にある中で、Z 世代はパー
ソナライズ（カスタマイズ）志向も高い傾向がありま
す。デジタル化が進展することで、顧客の属性や行
動履歴などのデータに基づいて、個々のニーズに合
わせた商品やサービスの提供が
可能となりました。彼らは、この
ような柔軟な対応を活かすことに
も長けています。
　加えて、Z 世代はエシカル志向
や社会貢献意識が高いことも特
徴です。幼少期から地球温暖化
などの環境問題や、貧困、格差
などの社会課題に触れる機会が
多く、SDGs などの教育も受けて
きました。成熟した消費社会に生
まれ育ったことで、もともと消費
生活に対しての満足度が高いた
め、サステナビリティや企業の社
会的責任に関心が向きやすいとい

図表２ Ｚ世代の４つの消費志向
� （資料）筆者作成　　

1 「生活に関する調査」、調査時期は 2023 年 8 月17 日～23 日、調査対象は全国に住む 20～74 歳、インターネット調査、株式会社マク
ロミルモニターを利用、有効回答 2,550

2 詳細は、久我尚子「サステナビリティに関わる意識と消費行動（1）」（2023/9/15）や「サステナビリティに関わる意識と消費行動（2）」
（2023/10/27）、ニッセイ基礎研究所、基礎研レポート

図表３　年代別に見たサステナビリティに関わる意識や行動（そう思う割合）
� （資料）ニッセイ基礎研究所「生活に関する調査」（2023）
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